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論文要旨 

福島県学術教育振興財団の助成金を頂き、この 2年福島県内の企業の強みを探る研究を進めてき 

た。当初は模倣困難な技術や方法、組織文化にあるのではないかと考えた。しかし、調べて行く 

と、模倣困難性や独自性を支えているのは、相補性、相互依存性、自律性、全体への奉仕、献身 

にあるということに思い至った。そこで、生体をモデルにした AVSM モデル上で、企業組織を翻訳 

することにした。すると、状況学習や自己犠牲、人材化過程などが説明可能になることがわかった。 

そこで、その方法論を福島の幾つかの企業を用い例示する。 

キーワード；AVSM、社会的オートポイエーシス 

 

はじめに 

 

企業の強みの源泉は、1)社員を思いやる経営者の気持ちや行動と責任感、それに応え

る従業員の責任感を共有しようとする姿勢、さらに 2)ビジネスモデルの中心をなす独創

的技術や模倣困難な仕組み、そして 3)これ等を基に企業がシステミックな運動体として

一体的に運営されることである。第 1 については、社運の発展の他、社員の人間的成長

や、家族を含めて、社員の幸福な人生の享受を掲げる経営者は少なくない。これは社員

が様々な知識を保有している主体であることの裏返しである。第 2 の固有資源に関して

は、それを抽象的に整理すれば、競争、戦略、組織、損益、資金となるだろう。第 3 の

システミックな運動体とは、これ等に如何に多くの社員が関わるかということだが、ハ

ニーズモデルが好例である。しかし、どのようにすればシステミックな統一体になるこ

とができるのだろうか。この考察が本稿の目的である。 

本稿では、気付き動き始めた当事者と、それを支える上司・同僚、さらに両者を支え

るメタシステム的人々により形成される三角形こそが、社会的オートポイエーシス単位

                                                   

* 本稿は平成 29 年度福島県学術教育振興財団の研究助成を受けた。 
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と考えられる。すなわち、課題の認識、解法・改善の模索、戦略上の段取り等々が、こ

の 3者の交互的組換えと連鎖を自律的に繰り返すことで、システミックな運動体が形成

されるのである。一例としてハニーズの、しかも社長を起点とする三角形と、店舗を起

点とする三角形を示した。同モデルに見るように、本社(社長)と店舗に矢印―つまりは

責任―が集中しているためである。これ等を用いて、三角形の連鎖・重複によりシステ

ミックな運動体が形成されることを示すことができた。 

 

1 問題提起 

 

 本稿で中堅と呼ぶのは、地元企業の中で優良と目されている企業という意味である。

中堅に焦点を当てる理由は、社内の意思疎通が良く、観察もし易いことと、その発展が

県経済の発展と一致してきたからである。意思疎通には、状況的学習も含まれる。 

 優良と見做される企業は、売上・利益面での健全性、無借金、製品出荷量、店舗数、

規模等ビジネスモデルの一端に対する評価・形容であることが多い。しかし、その本質

は、人に依存する属性、ビジネスモデルの中核をなす仕組や技術などの特徴的な属性、

双方に跨りかつ組織文化に昇華しているシステミックな属性にあると考えられている。

しかし本質はその動力である。 

規模の大小に関わりなく企業の強みの 1 つは人々の責任感の強さにある。特に中堅企

業では、経営者に責任が集中するので、負担は大きい。しかし、世間的に業績が良いと

評価されている企業は、従業員への思い・責任感が強い企業が多い。また、責任を分か

ち合う仕組ができている。例えば、いわき市の猪狩自動制御設計というメカトロニクス

企業では、社員こそが技術情報を保有しているとして、持株制度を導入している。社員

も、機械系と電気系の社員が常に混成チームを組んでいる。また、社員のほぼ全員が基

礎能力はあったが、それを開花させたのは社長のワンツーマンの指導であった。 

猪狩自動制御設計の社長の指導力の強さにより、逆に社長はシンボリックな存在とし

て敬愛されている。このシンボリックな経営者の存在というのは、ダイユーエイトや常

磐パッケージ、常磐興産をはじめ多くの企業に共通している。 

特徴的な属性の一例としては、須賀川の林精器が考えられる。同社の従業員は、只管

腕時計のボディを磨き続けている。これは研磨技術を核に発展してきた同社の、職人の

域に達するまでのオンザジョブ・オフザラインの社員教育である。この例からわかるよ

うに、ビジネスモデルの中核は技術力であるが、それは責任感という人の属性に不可避

的に付随するものである。すなわち、社長の存在から言えば、責任感とは思いやりと経

験や技術などの知識を橋渡しするものである。 

知識とは、技術や権威の中心であり、過去の戦略や損益、組織を準拠枠として形成さ

れるものである。経営者の権威の根拠として、自身の知識を社員にとっての使用価値の

ある商品として提供することは必要であり、それが経営者の重要な機能の 1 つでもあ

る。これは、福島市のアルテクロス、ダイユーエイト、郡山のヨークベニマル、ゼノア
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ック、いわき市の常磐興産、品川通信計装サービス、会津の会津中央乳業など、ほとん

どの企業の創業者に共通する特徴である。 

システミックな運動体に関して、福島市のある紙資源回収業者のこんのは、残業手当

を初めから給与に上乗せした上で残業を禁じている。同社社長は、あることが契機とな

り、社員やその家族の幸せを作ることが経営の目的であるとの信念を持つに至った。ま

た、製紙会社への直納の権利を持ち、東京から北海道まで広く営業所を展開するなど、

ビジネスモデル上の強みも有していた。以来、口煩く注意せずに自主性を尊重するよう

にした。すると、従業員達は皆で相談し、仕事のみならず近隣の清掃活動にも自律的に

取組み始めた。結果的に、風通しが良くなり、相互補完的・自律的な組織になった。社

内外の満足度も上がり、提案も増え、業績も良くなったという。 

このように、企業の強みとは他者を思いやる心と責任感、ビジネスモデルの中核をな

す特徴、組織を一個の生体と同じくシステミックな運動体にする相互作用なのである。

すなわち、スポーツチームのような相互補完的かつ相互啓発・学習的なシステミックな

運動体になっているか否かが重要ということになる。では、運動体は如何に作られるの

だろうか。またその動力は何だろうか。 

 

2 モデル 

 

2-1 強みの図解 

前節より、強い企業には表面的には 3 つの特徴があることがわかる。これを図示する

と、次図のようになる。人という属性は経営者と従業員であり、図の諸機能を浸潤させ

かつ機能させる主体である。浸潤しているとは、例えば技能や技術・知識は個々人に備

わるものであり、何処かにストックされているものではないからである。図では分離し

ているかのように見えるが、人に内包されたものである。

ビジネスモデル的な特性を抽象的に表

現すれば、図 2-1 の機能となる。これ等の

諸機能が、外部との様々な人が関わるこ

とで回転しなければならない。それには

人という要素が必要である。1つは経営者

の意志と責任感である。2 番目に技能・知

識、経験という無形資源を経営者と共有

している従業員の責任感、相互啓発、学び

に基づいた関り合いである。図の組織は、

現時点での責任役職を意味している。競

争はポジショニングである。また、戦略は

仕組、模倣困難性等を意味する経営資源

である。眼科手術用の極細の絹糸でス     

図 2-1 運動体 
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トールを製織している斎栄織物や、遮熱塗料の塗布技術を確立したフミンなどがその典

型である。 

これ等は静態的な特徴である。経営とは、これ等を一個の生体であるかのような回転

と速さ、成功体験の棄却、連続的な新規戦略の策定というシステミックな運動体にしな

ければならない。結果的に、全員そして全資源が必要になるという状態が最低条件なの

である。 

 

2-2 システミックな運動体 

システミックな運動体の例としてハニーズモデルを挙げる 1)。 

              図 2-2 ハニーズモデル 

 

ハニーズが高業績を維持し得る 1つの秘密は、上図のように各機能がシステミックに

連動し、組織が一個の運動体になっているからである。  

例えば、(物流センター→店舗)の経路はアソートされた商品が配送される。逆の経路

は発注経路であり、ほぼ毎週金曜日に情報伝達される。但し、全商品の 1～2 割が自主

注文で、その他は本社・BL の判断が加味される。その販売情報は POS で本社に集約さ

れ、個店・全店に適宜情報が送信され、同時に OM、SV、BL 等が本社の指示の下カウ

ンセリングを行う。一方、(IS 情報+POS 情報)は、店舗が収集した要望と併せて商品会

議に反映され、本社と工場へ伝えられる。月曜の企画会議にも反映され、火曜には観察

会を行うデザイナーにより、次期商品開発に反映される。こうして流行の兆しは 40 日

後には商品化される。各工場は、進捗を本社に伝えながら製造を行い、同時に本社や各

店舗からの要望に応えなければならない。さらに、各店舗宛にアソートを行い、一部を

物流センターに納品する。物流センターは、各店の追加発注に応答し在庫情報を本社に

随時報告する。またネット通販の EC 発注に応答する。これ等は自律的な行動である。 

 世界初の SPA を含め、流行を創らず流行を先んじて商品化する、創業以来低価格帯

を維持する等は創業者の発想である。しかし、時に社員が経営者に指示出しすることも
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含めて、新たな取組みを含めて運用しているのは従業員達である。これが、運動体たる

理由である。 

 

2-3 状況的学習としての意思疎通 

 状況的学習としての意思疎通の例として根本製作所の作業場を挙げる。同社はいわき

市好間工業団地にある中小企業である。根本製作所は、親会社のタンガロイのいわき進

出に伴い川崎から移ってきた、超硬金属加工企業である。従業員数は、派遣を入れて 40

人ほどである。 

 同社で加工しているのは、切削に用いられる特殊・汎用の超硬金属製の刃である。

加工する側の刃それ自体も研削で創られたものである。同社の仕事の多くはOEMだが、

それを始めた理由は、加工物である超硬合金の刃の単価が高かったからである。しか

も、超硬とはいえある程度の研削に用いると折れる。例えば土木用カッタービットな

どを想定すればよい。そのため、小さな刃が何枚も出荷できるからである。 

研削とは、定寸切込み加工で形状を削り上げる加工方法である。一方、研磨は、砥

粒などを用いて低圧加工で材質表面を磨き上げる加工であり、両者は根本的に違う。

かつてはハイス工具を用いた粗研削工程により研削を行うことが通例であった。しか

し、それはアルミニウムなど単材の加工の時代の話である。超硬工具の研削において

は、現在は多結晶ダイヤモンドを用いた万能工具研削盤を使うことが多くなった。万

能工具研削盤とは、円筒面、円錐面何れも研削できるように、砥石車と工作物支持台

との角度を任意に変えられる構造の研削盤である。根本製作所においても同様であ

る。 

従業員は、熟練と中堅、若手がいる。若手が主に扱うのは NC 機械である。熟練工は、

各種エンドミル加工も可能な牧野フライス精機株式会社製の万能工具研削盤 C-40 を自

社改良した装置を担当している。改良点は、テーブルのワークヘッドの調整と治具であ

る。若手が NC を扱い、熟練が研削盤を担当する理由は、通常の NC なら短期間で操作

を習得できるが、万能工具研削盤の習得は 5 年から 10 年を要するからである。何故な

ら、主軸回転と主軸台の旋回と送りの 3 軸同時制御を必要とするからである。 

このような複雑な操作を必要とする研削盤を、同社の熟練工は 1 人で数台の操作す

る。汎用製品なら NC 機械で十分加工できるが、特殊な製品は万能工具研削盤で加工せ

ざるを得ない。熟練工は互いに複数の機械を操作しながら、互いの作業効率を観察し、

気に掛けている。若手も、熟練工に繋ぐ半製品を、熟練工の研削盤の個数を見ながら供

給している。時に、熟練工同志、さらには若手‐熟練工同志で声を掛け合い、数十秒の

打合せをすることもある。また、熟練工が NC を操作して、若手に見せることもある。

しかし、それ等は一瞬であり、作業時間の大半は無言で、機械と機械の隙間を行き来し、

前屈みの動作を繰り返しているに過ぎない。 

 ところで工場とは、社運を共にする一種のコミュニティーである。熟練工、若手双方
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は、互いを環境としつつ、協働する不可欠の構成員である 2)。仕事のカテゴリーでは、

熟練と若手は別のコミュニティーに属しているが、若手が汎用機で下加工してから万能

工具研削盤へリレーし、納期に追われるなど、一部同一のコンテキストの中に閉じ込め

られている。このように、各自または世代ごとのコンテキストの他、過去と現在に相互

的に構成されているコンテキスト、そして運命共同体的コミュニティーの組織化を繰り

返している。このような構図は、須賀川の吉田産業という鋳物加工会社でも見られるも

のである。 

 上野(1999)は、学習とは個人の中に何かができあがることではなく、構成員の相互的

構成、幾つかのコンテキストやコミュニティー、現在と過去といった相互的構成に現れ

る事柄であると述べている 3)。根本製作所の例で述べると、熟練工のコミュニティーは、

所作、動作、観察で可視化され、ほとんど無言の会話が行われている、相互理解は、道

具や万能工具研削盤の動作、加工品の数、出来栄えなどを通して行われる。時に数人が

集まり中心者が製品を示し皆が頷く場面もあるが、無言の意思疎通、相互的参加による

場が熟練のコミュニティーである。このように、状況的学習とは、単にコミュニティー

に参加することではなく、道具や機械、製品を含めた相互的構成を通じて、コンテキス

トに参加し組織化を絶えず行う中に発現されるのである 4)。 

 

3 運動体の動力 

 

 図 2-1 がシステミックな運動体になるための原動力はどこにあるのだろうか。運動体

とは、図 2-1 の静的な個々の特徴が、ポジショニングとしての競争‐用い得る経営資源

としての戦略‐サポート体制である組織‐見通しとしての損益‐次期のための資金と

いった一連のビジネスモデル上の特性が回転するということである。一方システミック

であるとは、図 2-1 においては、全体の回転に併せて、従業員個々の立場においてミク

ロの動力として反応・適応しながら、全体として有機体のように無矛盾・整合的に統合・

連動していなければならないということである。 

 

3-1 生存可能システムモデル 

                図 3-1 三角形の関係 
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組織が運動体になるための条件を考察する。図 2-1 が運動体になるとは、個々のケー

スとして、図 3-1-A のように当事者である現場を上司とメタシステムが支持しなければ

ならない。図 3-1-B は CEO を起点とした説明である。 

3 つの三角形①～③は、①の気付きでは社長が当事者であるが、②③と回転し組織が

運動体となる。役割は課題ごとに交互的である。これが動力となる。 

本項の生存可能システムモデル(VSM)とは何か、また図 3-1 で三角形は何に由来する

のであろうか。VSM は、5 つの機能を有機構成することで単位体はシステムとして自立

することができるとして、Beer(1979)(1981)         

によって定義された。5 つの機能とは、 

Beer がサブシステムと呼ぶところの以下

の機能である。すなわち、システムⅠはシ

ステムの現業を遂行する中でシステム自

体を創出する機能であり、システムⅡは業

務諸活動間の調整機能である。システムⅢ

は、ⅠⅡを監査・統括し調整する機能であ

り、システムⅣは将来計画に関する機能で

ある。システムⅤは現在の活動と将来計画

を調整し閉方を完成させる機能である。こ

れ等は神経系の大局的機能と同等の生存

可能性のための機能の集合である。図では

管理単位(M )と業務単位(O )に分けて描か

れているが、システムⅠにおいては、本来、

業務単位が管理単位を包摂する全体であ

る。 

図 3-2 はハニーズの本社機能を VSM で表現したものであるが、一般の小売業において

もほぼ同型のモデルが考えられるであろう 5)。灰色の部分は商品製造をイメージしてい

る。各店舗を表す基本単位(SM-O；ストアマネージャーと業務単位)間の破線は、商品

アソートと在庫照会等情報の経路を意味する。すなわち、製造と販売というハニーズの

本業、システムⅠである。 

システムⅠにおける振動を抑制する働きはシステムⅡと呼ばれ、BL、 SV、 OM が

担当する。振動抑制機能のうち店舗に近いのはブロックリーダー(BL)で 4～6 店舗を管

理している。その上に 5 ブロック 20 店舗ほどを 1 ゾーンとして束ねるスーパーバイザ

ー(SV)がいる。最上位に、60～80 店舗をまとめるオペレーションマネージャー(OM)が

全国・海外に 15 名いる。すなわち、4～5 人程度の BL の上に SV がおり、その SV を

OM が管理しているのである。これはコンビニエンス・ストアの店舗支援と同様のピラ

ミッド型システムである。それだけ店舗に重圧が掛っているということである。 

Ⅲ

Ⅳ

O

O

O

Ⅲ

Ⅴ

店舗

顧客

顧客

Ⅱ

SM

SM

Ⅰ

外部組織
流行など

役員会

VSM　図 23 

自社工場

M

OMSVBL ,,

商品本部

管理本部
営業本部

経営企画室

株主総会

BL



 

 

土谷幸久：福島県中堅企業の強みの一考察 

 

51 

 

彼等の内、特に BL は、SM の促進機能の他、他店との調整、さらには店員(O)の様子

を診、促進させるというシステムⅢ*という監査機能も持っており、煩雑である。彼等

は何れも営業本部に属している。 

商品企画や外部機関の組織化、将来設計などのシステムⅣという機能は、商品企画部

や 2-2 節に前述の企画会議等で行う。流行を創らず、しかし流行を追い、企画を上げて

40 日で流行商品を店頭に並べるということは、全社が運動体でなければできないこと

である。 

 さて、図 3-1 において三角形で描く理由は、-A では上司=SM(☐)、現場=O(○)という

関係軸を主軸として、図 3-2 のⅤ・Ⅳ・Ⅲ・Ⅱのメタシステムを図 3-1-A でもメタシス

テムとして頂く関係を表している。つまり、主軸における現場が主人公で、上司が促進

役、メタシステムが両者のメンターである。各自が当事者意識を持つということは、ま

たそのために当事者が課題に対峙する位置に来る三角形で表すことにした。 

 図 3-2 において、店長=□、店員=○の 2人からなるような店舗の場合も、本社等をメ

タシステムとして、三角形で表すことができる。 

 このように、VSM の再起水準を個人という最低次元まで下りた場合に、個々の役割

(=機能)と個人が一致する次元に辿り着く。そのとき、当事者、促進役、メンターから

なる図 3-1-A の三角形は社会的オートポイエーシス的単位と呼ぶことができる 6)。すな

わち、如何なる個人の周囲にも、((□‐○)‐(Ⅱ、Ⅲ、Ⅲ＊、Ⅳ、Ⅴ))に相当する、個

人または少人数グループが存在すると仮定することができ、(Ⅱ、Ⅲ、Ⅲ＊、Ⅳ、Ⅴ)に

相当する個人または少人数のメンター的人々に支えられながら、当事者○が促進役□

に促され課題に気付きそれを克服することで自己革新を達成することができるのであ

る。言い換えれば、図 3-2 の部門に相当する箇所を個人または少数グループとした場

合の、すなわち各個人の周囲に必然的に想定されるプリミティブな関係単位であるが

故に、社会的オートポイエーシス的単位と呼ぶことができるのである。  

 

3-2 ストア・ロイヤリティー 

 顧客満足を実現するためには、境界面におけるコミュニケーションが重要であり、そ

の上で、顧客ニーズを実現する品揃えを行わなければならない。そこで、第一線で顧客

を含む単位化が行われるという本稿の立場からのストア・ロイヤリティーの概念図(図

3-3)を考えてみたい。 

図 2-2 のハニーズを販売の観点から図 3-2 と同様の VSM で表すとすると、SM-O の

主軸に当たる部分は、(店長-店員)になる。当事者はアルバイト等の店員である。図 2-

2 で矢印が集中するところにある店舗が、外部組織たる顧客に対峙するのである。販売

という観点で考えるとき、店舗に重圧が掛るのは無理からぬ構図である。しかも、一層

悪いことには、店員が当事者であるべきなのに、店長が当事者になってしまっているこ

とが販売現場の心労の本なのである。そこで、顧客を店舗に従属させる意味で、ストア・

ロイヤリティーについて考察する。 
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 図 3-1 のような単位を社会的オートポイエーシス単位と呼ぶと、図 3-1-B からわかる

ように、それは自己革新の個人レベルでの単位と定義することができる。例えば図 2-2

の各店舗においては、単品管理による不良・滞貨商品の排除・売れ筋商品の導入など、

各担当者は自己能力を付けながら自己革新を続けなければならない。 

この論理を敷延するならば、担当者は、商品を当事者として押し立てて明示的な消費

者のニーズに立ち向かわせているということになる。すなわち、次図3-3の三角形Aは、

担当者にとっての学習の三角形となる。一方、三角形 Aから非明示的ニーズへの矢印は、

店舗から消費者への商品の提案を意味している。さらに、顧客は、三角形 Bで商品を自

身のニーズに合うか否かを世間の基準に照らして吟味を行うのである。 

これ等を援用することで図 2-2 の店舗の負担を軽減するモデルを考えることができ

る。ストア・ロイヤリティーを持つ顧客を増やしリピーターにし、C to C を促進するこ

とである。では、会社側は何をすべきなのだろうか。 

                            図 3-3 ストア・ロイヤリティー 

 

ストア・ロイヤリティーは、顧客からの信頼である故、A という枠組の中で、三角形

Ｃで方向付けられた A⊃B という三角形で表されなければならない。それが図 3-3 の右

側の図である。ここで A⊃B なる理由は、売れ筋・顧客のニーズを満たす商品が店内に

あるか、あるいは次回の来店時までに用意できるということが理想であるからである 7)。

つまり、顧客のニーズに対して、応答可能であるということを意味している。A⊃B が

三角形Ｃで方向付けられなければならない理由は、顧客を作用点とする三角形Ｃにおい

て、可能性の空間とは、顧客にとって、未知の快適な生活への期待も当該企業を通して

実現できるという意味で、Ｃは顧客からの潜在的信頼を意味する。つまり先々までの顧

客の信頼・支持という意味で、三角形Ｃは信頼の未来形を表している。それ故、Ｃで方

向付けられる顧客こそが、固定客になる可能性がある顧客なのである。 

さて、右端のストア・ロイヤリティーを表す三角形において、B における世間の基準

は、「場としての店」に変更され、商品群は特定の商品に変更される。その際、A⊃B に

おける商品と商品の間の矢印は、店側から顧客への提案とニーズの具象化を意味してい

る。すなわち A⊃Bとは、顧客による企業に対するイメージ上の位置づけ、つまり愛顧・

忠誠であり、その中で「場としての店」を自己の方向付けの基準と考えるということは、

安心感・信頼感を抱いていることを意味し、商品に対してはバリュー志向に基づく値頃

感を認めているということである。如何なる企業も、このような位置関係を維持しなけ

ればならないであろう。 

以上より、現在と未来の信頼を表すという意味で、ストア・ロイヤリティーは(A⊃B|

商品 顧客担当者
担当者

顧客
A B

商品

C

可能性の空間

非明示的ニーズ

商品群

世間の基準
場としての店

商品

BA

BLSVOM ，、

ハニーズ

ハニーズ
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Ｃ)で表現することができるのである。 

現在・未来の信頼というには、理由がある。40 日で最新の流行を安価に店頭に並べる

ための仕組みである。ミャンマーに自社工場を建て SPA を行った理由は、子供達が買

えるように、創業以来、売れ筋を 2,900～3,900 円に据え置くためであった。これは、社

長自身が、未来が現在を規定するという信念を持っているからである。すなわち、在る

べき姿になるために今何をすべきなのということを模索し続けているからである。言い

換えれば、反実仮想を命題として逆算の戦略を実行しているのである。外からは不易流

行と見えるが、実は極めて計画的である。 

ロイヤリティーを構成するための各自の働きの中に役割を交互的に行う三角形の重

複が自律的に遍在し、組織内が絶えず再組織化されることがシステミックな運動体化す

るための必要条件、つまりは組織の動力源なのである。このように、企業の強みとは、

三角形の組換えと連鎖の遍在による革新の中に、本稿冒頭の 3条件が維持されることで

ある。 

 製造業であれば、A⊃B とは、顧客の希望 B を叶える技術力・開発力・生産能力など

の潜在力 A が当該企業にあるか否かということになる。古殿のアスター工業のように

単なるプレスではなく、電子部品の組立をその上に載せるなどの付加価値生産が可能か

否かということになる。多くの企業から、仕事の手順は、顧客の漠然とした要望を整理

して提案することから始めるとの回答があったが、それが可能なのは A⊃B であるから

である。言い換えれば、A⊃B である故に逆に提案し、顧客の要望を具体化することが

できるのである。また、A⊃B であるということは、福島市の内池醸造やいわき市のシ

オヤ産業、喜多方の峰の雪などに見られるように、変わっていけるものだけが時代に適

応することができる、ということも意味している。環境が変わっても継続的に仕事が入

るのは、顧客としては(A⊃B|Ｃ)であることを託せる企業として信頼している証拠なので

ある。 

 

(3)経営者の負担 

 中小企業経営者の負担は大変である。その原因は、図 3-2 のような分権・協働体制が

取れていないからである。多くの経営者は、メタシステムⅢを基本として、Ⅱ、Ⅳ、Ⅴ

の機能を同時に果たさざるを得ない状況に置かれている。時には、(□‐○)で表した、

すなわち(M-O)や(SM-O)のような、部門―製造と同時に営業や経理―であるところの基

本単位の両方を同時に担う場合もあるほどである。ハニーズにおける BL、 SV、 OM

が店舗間の調整機能のⅡを果たすと同時に、各店舗内の作業促進機能Ⅲ＊も果たさなけ

ればならないという事情以上である。まとめると、中小製造業における問題の多くは、

メタシステムの欠損にある。 

 仕事の基点の観点からは、図 3-1-B の①の三角形は1つではなく重複した構造にあり、

②③と展開するときも、重複的に展開せざるを得ない。従って、幹部社員も大変である

ことは想像に難くない。 
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これは、図 2-2 のハニーズモデルにおいて、店長に重圧が掛ることとは次元が違う。

同社は、バックアップ構造であるメタシステムは充実しているが、(□‐○)であるとこ

ろの多数の店舗における、現場の店員(○)の力量が問われているのである。これは明ら

かにコンビニエンス・ストア型の問題である。 

 

まとめ 

 

経営者を現下の問題の縛りから解放するには、上位経営陣のチームワークと協働が不

可欠である。福島県の中堅企業においては、多くがチーム的であり、それも強みの一因

であるということがわかった。 

総じて、企業の強みの源泉は、1)社員を思いやる経営者の気持ちや行動と責任感、そ

れに応える従業員の責任感を共有しようとする姿勢、さらに 2)ビジネスモデルの中心を

なす独創的技術や模倣困難な仕組み、そしてこれ等を基に 3)企業がシステミックな運動

体として一体的に運営されることであるということがわかった。 

 

注 

1) 土谷(2017)、p.46。 

2) 上野(1999)、p.126。 

3) 上野(1999)、p.127。 

4) 上野(1999)、p.134。 

5) 土谷(2011)、p.177。 

6) 土谷(2004)、Tsuchiya(2007)。 

7) BA の場合は、欠乏時代・高度経済成長期の小売業の状況である。 BA の場合は、

BA の部分しかニーズに応えられないということであり、単品管理が不十分というこ

とになる。故に、 BA でなければならない。 
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